
     堺情審第２０-２-２号 

（答申第１０４号） 

  令和３年１１月３０日 

 

堺市長 永 藤 英 機 様 

 

堺市情報公開審査会 

会長 坂 本 団 

 

 

諮問に対する答申 
 

 

令和３年２月２６日付け健福総第２３４５号により諮問のありました下記の件

について、別紙のとおり答申します。 

 

記 

 

審査案件 公開請求に対する非公開決定処分を不服とする審査請求事案に係る審査 

対象公文書 

①令和２年４月２３日付「苦情申立書（〇〇〇〇開設当初からの設備的不

備）」に対する調査及び処理結果を記した「回答書」 

②令和２年４月２３日付「苦情申立書（不当な加算：入浴介助加算）」に対

する調査及び処理結果を記した「回答書」 

③令和２年４月２３日付「苦情申立書（不当な加算：個別機能訓練

(Ⅰ)(Ⅱ)）」に対する調査及び処理結果を記した「回答書」 

④令和２年５月１１日付「苦情申立書（中高度者ケア体制加算）」に対する

調査及び処理結果を記した「回答書」 

実施機関 

（処分庁） 
堺市長（健康福祉局 長寿社会部 介護事業者課） 

諮問実施機関

（審査庁） 
堺市長（健康福祉局 生活福祉部 健康福祉総務課） 
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答  申 

 

第１ 審査会の結論 

 令和３年２月２６日付けで諮問のあった以下の①～④について、堺市長（以

下「実施機関」という。）が行った非公開（不存在）決定は妥当である。 

①令和２年４月２３日付「苦情申立書（〇〇〇〇開設当初からの設備的不備）」に

対する調査及び処理結果を記した「回答書」（以下「事案①」という。） 

②令和２年４月２３日付「苦情申立書（不当な加算：入浴介助加算）」に対する調

査及び処理結果を記した「回答書」（以下「事案②」という。） 

③令和２年４月２３日付「苦情申立書（不当な加算：個別機能訓練(Ⅰ)(Ⅱ)）」に

対する調査及び処理結果を記した「回答書」（以下「事案③」という。） 

④令和２年５月１１日付「苦情申立書（中高度者ケア体制加算）」に対する調査及

び処理結果を記した「回答書」（以下「事案④」という。） 

 

第２ 審査請求の経過 

１ 審査請求人は、令和２年６月２９日、堺市情報公開条例（以下「条例」とい

う。）６条１項の規定により、実施機関に対して事案①から事案③の公開請求

（以下「本件請求１」という。）をした。 

  また、令和２年７月１５日、条例６条１項の規定により、実施機関に対して

事案④の公開請求（以下「本件請求２」という。）をした。 

２ 実施機関は、本件請求１に対し、令和２年７月１３日、本件請求に係る文書

については保有（作成）していないとして非公開決定（以下「本件処分１」と

いう。）を行い、審査請求人に通知した。 

  また、本件請求２に対し、令和２年７月２７日、本件請求に係る文書につい

ては保有（作成）していないとして非公開決定（以下「本件処分２」という。）

を行い、審査請求人に通知した。 

３ 審査請求人は、令和２年７月３１日、本件処分１に対し、その決定を不服と

して、行政不服審査法２条の規定により審査請求を行った。 

  また、令和２年８月１２日、本件処分２に対し、その決定を不服として、行

政不服審査法２条の規定により審査請求を行った。 

 

第３ 審査請求の趣旨（本件処分１及び２共通） 

   審査請求に係る処分を取消し、対象文書を開示するよう求めます。 

 



 2 

第４ 審査請求人の主張 

【事案①から④共通】 

「森友学園と近畿財務局の交渉記録」、をはじめとして、当初「ない」と言

っていた文書が後になって出現する「文書隠ぺい」は、今や日常茶飯事です。 

   本事案でも、苦情受付から３か月経っても「作成していない」、と億目もな

く言う。利用者の権利侵害を記した「苦情申立書」と、調査及び指導助言等の

処理結果を記した「回答書」は一対のものであり、「回答書」の作成及び申立

人への通知がなければ事案は終了しません。 

【事案①に関する主張】 

   本事案は、〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇に出向き、相談室、掲示、加

湿能力の３件の設備的不備を目視確認し、設備の整備を指導するという内容で、

時間的にも技術的にも、期限内での「回答書」の作成に障害は考えられません。 

   堺市情報公開条例第３７条は、「・・・公文書の分類、作成、保存及び廃棄

に関する基準・・・について定めを設け、これに基づき公文書を適正に管理し

なければならない」と規定していますが、「重要な公文書が、適時・適切に作

成されない」となると、条例は形骸化し、市民の知る権利が侵害されることに

なります。 

   いずれにしても、文書隠ぺい議論を通して、「組織ぐるみの不作為」の原因

究明と再発防止を図ることは、堺市の介護保険行政の適正化・効率化にとって

有益です。 

【事案②に関する主張】 

   本事案は、介護事業者課でも加算算定要件の説明に苦慮する、「届け出るだ

けで認可される」、入浴介助加算についての問題提起です。 

   「入浴介助を適切に行うことができる人員と設備を有して、観察を含む入浴

介助を行った場合」とされていますが、「適切な人員」は明確に示されていま

せん。 

   「適切な人員」は、「最低限、平成１１年厚生省令第３７号第９３条三の指

定基準を満たしていること」に異存はないでしょう。問題は、〇〇〇〇のよう

な指定基準未達の常態化での加算で、入浴介助状況を確認し、「指定基準の遵

守」位は指導するでしょう。 

   万一、「作成していない」のが本当であれば、〇〇〇〇との不適切な関係、

即ち“不都合な真実”の露見を恐れた課長が、「組織ぐるみの不作為」を主導

したのでしょう。 

   この場合は、堺市情報公開条例第３７条（公文書の適正な管理）や、「倫理」

（管理監督者の責務）、更には「仕事の標準化・見える化」にも問題は広がり

ます。 
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【事案③に関する主張】 

  本事案の個別機能訓練(Ⅰ)は、計画書を偽造し、訓練未実施にも拘らず虚偽記 

載し、加算を請求し不法領得した問題で、未だ返金されていません。 

 もう一つは、個別機能訓練(Ⅰ)(Ⅱ)共通の、平成２７年度の追加算定要件「居 

宅訪問に基づく訓練計画の作成と、その後３月毎に１回以上の居宅訪問と訓練内 

容の見直し」を満たしていないにも拘わらず加算している問題です。 

 いずれも〇〇〇〇利用者全員にかかわる問題で、介護事業者課が動かない筈は 

なく、万一、動かなかったとしたら、利用者の権利侵害を幇助している等しい。 

 いずれにしても、公文書の在り方の議論を通して、介護事業者課の「仕事の標 

準化・見える化」を深化させることは、保険者・被保険者にとって有益です。 

【事案④に関する主張】 

  本事案は、〇〇〇〇利用者全員に係る、介護報酬の不正請求という重大性もさ 

ることながら、手続き的には、「苦情申立書」を介護事業者課と〇〇〇〇〇〇〇 

〇に同時に提出し、〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇から「介護事業者課で処理するよう 

頼んだので、苦情申立書はとりあえず返却する」と連絡のあった曰くつきのもの

で、よもや介護事業者課が処理しないとは考えられません。 

 ６月５日の「回答書は作成しない。口頭で説明する」が本心で、本当に回答書

を作成していないのであれば、情報公開制度に対する重大な挑戦です。 

 いずれにしても、「文書隠ぺい」か「公文書の適時・適正な作成違反」の選択

であるが、審議を通して、堺市情報公開制度の形骸化の防止と、介護事業者課の

改革を図ることは、堺市の介護保険行政の適正化・効率化にとって有益です。 

 

第５ 実施機関の主張 

【事案①に関する主張】 

当該事業所の設備的不備については、令和元年５月３０日付「平成３１年４月

１日付「〇〇〇〇の相談室の是非を問う」につきまして（回答）」及び令和元年

６月１４日付「令和元年６月５日付「再回答の申し入れ」に対する回答について」

にて事業所に対して指導を行った旨を文書により回答している。 

従業員の勤務体制等の未掲示については、既に事業所に対し電話にて指導を行

っており、その旨を令和元年９月１０日に口頭で回答している。 

４月２３日付苦情申立書（〇〇〇〇開設当初からの設備的不備）において述べ

る「保健所の通知に応えられない加湿能力」については、「指定居宅サービス等

の事業の人員、設備及び運営に関する基準」に湿度に関した定めは無く、当課の

指導権限の範囲外である。 

【事案②に関する主張】 

通所介護入浴介助加算の基準は「入浴介助を適切に行うことができる人員及び
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設備を有して行われる入浴介助」とされている。審査請求人は、「通所介護の人

員基準を満たしていない上に加算を算定している。」としているが、人員基準の

計算が審査請求人独自のものであり、指導するための根拠としては乏しく調査や

指導対象の事案には至らない。 

【事案③に関する主張】 

個別機能訓練加算の算定要件確認には事業所の「①勤務実績表②サービス提供

記録票③請求状況の分かる資料」が必要となるが、示されておらず指導するため

の根拠としては乏しく調査や指導対象の事案には至らない。 

【事案①から③共通箇所】 

  審査請求人は「文書隠ぺい」「苦情申立書と回答書は一対のものであり回答書 

の作成及び申立人への通知がなければ事案は終了しない」の２点を主張するが、

その都度、口頭や文書による回答を行っており、苦情内容について行政当局とし

ての見解を示さなかった事案は無い。 

 苦情申立書と回答書が一対のものだとする審査請求人の見解については、市民

等の文書照会に対して文書回答を義務付ける法的な根拠は無く、苦情内容につい

ては、電話や口頭による回答で目的を達成できると判断している。 

【事案④に関する主張】 

 通所介護中重度者ケア体制加算の基準は「指定居宅サービス等基準第９３条第

１項第二号又は第三号に規定する員数に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算

方法で２以上確保していること」「指定通所介護事業所における前年度又は算定

日が属する月の前３月間の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護３、要

介護４又は要介護５である者の占める割合が１００分の３０以上であること」

「指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看

護職員を１名以上配置していること」とされている。 

 審査請求人は、「中高度者ケア体制加算の要件として、介護職員又は看護職員

について、指定人員に加えて常勤換算方法で２以上の追加配置を規定しているが、

介護職員は指定人員さえ満たせず、看護職員の加配もパート０．７人で、要件を

クリヤーしていない」としているが、独自の見解であり、基準違反であるとは認

められない。 

 以上の経緯により、審査請求人が開示を求める本件公文書については、作成を

行っておらず保有していない。 

【事案①から④共通】 

本件４件の苦情申立書について、電話（令和２年６月８日）にて文書による回

答は行わない旨説明している。 

 

第６ 審査会の判断理由 
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 １ 本件処分１及び２の妥当性について 

   本件請求に係る文書は、令和２年４月２３日及び同年５月１１日付で実施機

関に提出された「苦情申立書」（以下「本件申立書」という。）に対する「回答

書」である。 

   審査請求人は、「苦情申立書」と「回答書」は一対のものであるから「回答

書」が作成されないのは問題であると主張する。また、反論書等において、本

件処分に係る非公開決定通知書に記載された「作成していないため」という不

存在理由は、理由付記として十分に具体的な内容ではないと主張する。 

実施機関は、本件申立書の内容について、過去に口頭や文書により回答して

いることから、再度の文書による回答は必要ないと判断したため、「回答書」

の作成を行っていないと主張する。 

   そこで、当審査会では、「回答書」が作成されなかった経緯を調べるため、

実施機関が本件の対応について記録した「情報提供等記録票」の見分を行った。

この「情報提供等記録票」とは、介護事業所からの利用者に関する相談や、従

業者や利用者からの不正や虐待通報などについて記録するものである。 

これによると、実施機関の主張にあるような対応が行われ、本件申立書のう

ち事案①から③に係る申立書に対しては文書による回答を行わない旨を伝え

たことが認められる。また、事案④に係る申立書についても同様の対応が行わ

れたことが、一連の経過から見て明らかである。 

実施機関が文書回答を行わないことについて審査請求人は、「苦情申立書」

と「回答書」は一対のものであると主張するが、市民等からの苦情申立に対し

て文書回答を義務付ける法的な根拠は存在しない。 

これらのことから、本件申立書への「回答書」を作成していないとの実施機

関の主張に特段不合理な点は認められない。よって、本件処分に係る決定通知

書に記載された「作成していないため」という理由付記が不十分であるとは言

えない。 

したがって、実施機関が行った本件処分１及び２は妥当である。                                        

 

２ 以上の理由により、当審査会は「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 
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（参考） 

 

審査会の処理経過 

年 月 日 処 理 内 容 

令和３年 ２月２６日 諮問書の受理 

令和３年 ３月２６日 審 議 

令和３年 ６月１８日 審 議 

令和３年 ７月 ７日 審 議 

令和３年１０月２２日 審 議 

令和３年１１月２５日 審 議 

令和３年１１月３０日 答 申 
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堺市情報公開審査会委員(R3.7.1～) 

氏 名 役  職 備 考 

坂 本   団 弁 護 士 会 長 

豊 永 泰 雄 弁 護 士 会長職務代理者 

石 橋 章市朗 関西大学法学部教授  

阪  井 千鶴子 弁 護 士  

高 木 佐知子 
大阪府立大学大学院 

人間社会システム科学研究科教授 
 

 

 堺市情報公開審査会委員(～R3.6.30) 

氏 名 役  職 備 考 

赤 津 加奈美 弁 護 士 会 長 

坂 本   団 弁 護 士 会長職務代理者 

石 橋 章市朗 関西大学法学部教授  

高 木 佐知子 
大阪府立大学大学院 

人間社会システム科学研究科教授 
 

高 瀬 久美子 弁 護 士  

 


